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第Ⅰ章 策定の背景 

  地球上の 3,000万種とも推定される多様な生命は、誕生から約40億年の歴史を経

て、さまざまな環境に適応して進化してきたものです。それらは、地球生態系という

一つの環の中で、つながりとその相互作用の中で生きており、多様な生態系のさまざ

まな働きを通じて、人間も含めたすべての生命が存立する基盤が整えられているので

す。 

  また、多様で豊かな生物は現在及び将来の人間にとって有用な価値を持つだけでな

く、多様な文化を育む源泉となり、地域ごとの固有の財産として必要不可欠なものと

いえます。さらに、多様で健全な生態系は、安全な飲み水や食料の確保などに寄与し、

暮らしの安全・安心を支えるものとなっています。 

  生物多様性の保全と持続可能な利用に関する、こうした重要性を踏まえ、自然の理

（ことわり）に沿った自然と人とのバランスのとれた健全な関わりを社会の隅々に広

げ、将来にわたり自然の恵みを得られるよう、自然のしくみを基礎とする真に豊かな

社会をつくることが必要です。 

 

 １ 生物多様性保全の気運の高まり 

  (1) 生物多様性条約 

熱帯雨林の急激な減少、種の絶滅の進行への危機感、さらには人類存続に欠か

せない生物資源の消失への危機感などが動機となり、それらの保全と持続可能な

利用に関する包括的な国際枠組みを設けるため、1993年12月に「生物の多様性

に関する条約」（生物多様性条約）が発効しました。 
条約の目的には、「生物多様性の保全」、「その持続可能な利用」及び「遺伝資

源から得られる利益の公正かつ衡平な配分」が掲げられています。 
発効から 20年が経過し、日本を含む 193の国及びＥＵが参加（2014年 10月

現在）する世界最大級の環境条約に発展しており、生物多様性が直面する主要課

題に対して方向性を示すとともに、国際協力の進展を促すなど、一定の成果を上

げています。 
 
(2) 愛知目標 

2010年10月、「いのちの共生を未来に」をテーマに、生物多様性条約第10 回

締約国会議（COP10）が愛知県名古屋市で開催されました。その成果の一つが、

生物多様性に関する新たな世界目標、「生物多様性戦略計画2011－2020」（愛

知目標）の採択です。 

愛知目標は、長期目標（Vision）として、日本からの提案に基づき、2050年
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までに「自然と共生する世界」（a world of “Living in harmony with nature”）

を実現することが掲げられました。また、2020年までに生物多様性の損失を止

めるために効果的かつ緊急な行動を実施することを短期目標（Mission）として

掲げています。 

その達成に向けた具体的な行動目標として、2020年あるいは2015年を目標年

とした 20の個別目標が設定されました。愛知目標は生物多様性を自然科学の視

点からのみ捉えるのではなく、自然の恵みを活用し、また、生態系自体に損害を

与える社会経済的な視点も含め、 社会全体の問題として捉えて実行すべき行動

を、５つの戦略目標のもとに整理しています。 

また、愛知目標の達成に向けて、国際社会のあらゆる主体が連携して生物多様

性の問題に取り組む必要があることから、2010年12月の第 65 回国連総会にお

いて、2011年から 2020年までの 10 年間を「国連生物多様性の 10 年」とする

ことが決定されました。 

 

出典：環境省「平成24年版 図で見る環境・循環型社会・生物多様性白書」 
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 ２ 生物多様性の保全に向けた我が国の取組 

  (1) 生物多様性国家戦略の策定 
    わが国では、1993年に発効した生物多様性条約に基づく生物多様性の保全と

持続可能な利用を目的とした国家戦略として、1995年10月に最初の生物多様性

国家戦略が策定されました。 

この国家戦略は、関係省庁が連携して「生物多様性条約」に沿った各々の取組

を網羅的に整理した初めての計画となっています。 

    生物多様性国家戦略は、2002年、2007年に改訂され、2010年の改訂では、2008

年に制定された生物多様性基本法に基づく初めての法定戦略となりました。  

2012年には、COP10の愛知目標の達成に向けたわが国のロードマップであり、

自然共生社会の実現に向けた具体的な戦略として、「生物多様性国家戦略2012－

2020」が策定されました。 
  
  (2) 生物多様性国家戦略2012-2020 

    生物多様性国家戦略2012－2020は、生物多様性に関する今後10年間の世界目

標（愛知目標）の採択と、東日本大震災という２つの大きな出来事を背景として

策定されました。このため、この国家戦略は、愛知目標の達成に向けたわが国の

ロードマップとしての役割を担うとともに、東日本大震災が人と自然との関係を

改めて考える契機となったことを踏まえ、「自然と共生する世界」の実現に向け

た方向性を示す役割をもっています。さらに、地域における生物多様性の保全と

持続可能な利用に関する基本的な計画である「生物多様性地域戦略」の策定や見

直しに向けた指針となるものです。 

生物多様性国家戦略2012－2020は、「第１部 生物多様性の保全及び持続可能

な利用に向けた戦略」、「第２部 愛知目標の達成に向けたロードマップ」及び「第

３部 生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する行動計画」の３部で構成さ

れています。また、計画期間は愛知目標の目標年次である 2020年度までとなっ

ています。 

生物多様性国家戦略2012－2020の概要は、次のとおりです。  



4 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：環境省「平成25年版 図で見る環境・循環型社会・生物多様性白書」 
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(3) 生物多様性基本法 
生物多様性基本法は、2008年に制定され、生物の多様性の保全及び持続可能

な利用について、基本原則を定めたものです。 
国、地方公共団体、事業者、国民及び民間の団体の責務を明らかにし、生物多

様性国家戦略の策定をはじめ、その他の生物の多様性の保全及び持続可能な利用

に関する施策の基本となる事項を定めています。 
それらの施策を総合的かつ計画的に進めることによって、豊かな生物の多様性

を保全し、その恵沢を将来にわたって享受できる自然と共生する社会の実現を図

り、あわせて地球環境の保全に寄与することを目的としています。 
また、生物多様性は、地域ごとに異なり、それぞれの地域の特性を踏まえた戦

略の策定を促すため、生物多様性基本法第 13条では、「都道府県及び市町村は、

生物多様性国家戦略を基本として、単独で又は共同して、当該都道府県又は市町

村の区域内における生物の多様性の保全及び持続可能な利用に関する基本的な

計画（以下「生物多様性地域戦略」という。）を定めるよう努めなければならな

い。」と規定しています。 
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出典：環境省生物多様性センターＨＰ「生物多様性とは」 

http://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/kihonhou/index.html 

http://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/kihonhou/index.html

